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特記仕様書（基本設計）

１．背景・目的

名鉄知多奥田駅周辺地域は、美浜町総合計画及び都市計画マスタープランにおいて、町

西部地区の拠点として都市的機能の集積を図り、交流機能を維持することとされている。

また過年度調査において、同駅周辺は日本福祉大学と連携し、活力ある人材の確保、学生

と地域の人々との交流を活性化させることを主たる目的として整備するとされ、基幹事業

として陸上競技場を配備した都市公園（運動公園）を整備する方針が決定している。

本業務は、上記背景を踏まえ、別添図に示す運動公園の基本設計を行うものであり、併

せて雨水流出抑制施設として調整池等の予備設計を行うものである。

２．概要

（１）件 名 美浜町運動公園基本設計その他業務

（２）工 期 平成２９年６月 日～平成３０年３月９日

（３）対象地 愛知県美浜町大字奥田字奥田前他（別添図（現況、計画）参照）

（４）内 容 ①公園基本設計 A=8.3ha
        ②調整池等予備設計 ２か所

  

３．業務内容

① 基本計画等の確認

・別添「造園設計業務等共通仕様書（案）H23.6 UR 都市機構」（以下、「共通仕様書」

という。）２．２．５－１により実施すること。

② 現況の確認

・共通仕様書２．２．５－２により実施すること。

③ 設計条件の確認・整理

  ・共通仕様書２．２．５－３により実施すること。

④ 設計方針の設定

・共通仕様書２．２．５－４により実施すること。

⑤ 設計内容の検討及び工種別設計方針の設定

・共通仕様書２．２．５－５により実施すること。

⑥ 基本設計図の作成

・共通仕様書２．２．５－６により実施すること。

⑦ 数量計算

・共通仕様書２．２．５－７により実施すること。
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⑧ 概算工事費の算出等

・共通仕様書２．２．５－８により実施すること。

⑨ 基本設計説明書の作成

・共通仕様書２．２．５－９により実施すること。

３－２業務内容（特記事項）

１）既往調査・基準等

・「知多奥田駅東地区開発可能性検討調査」（H27 年度：美浜町）、「平成 28 年度奥田駅

前拠点整備事業調査業務」（H28 年度：美浜町）

  ・用地境界は都市計画決定（H28.3）図書の計画図附図（測量図）による。

  ・設計基準の優先順位は、美浜町、愛知県、国交省・UR 等の順とする。

  

２）造成設計

  ・本公園は、水田を盛土し公園基盤をつくるものであり、別途実施予定の現況測量及

び地質調査の成果を踏まえて設計し、かつ必要盛土量を算定する。

  ・盛土材は、同町総合公園拡張工事（H30 年度切土造成予定）の建設発生土を用いる

予定。なお、土質は別途地質調査にて確認する予定。

・盛土材の運搬は別途工事（総合公園工事）とし、敷き均し以降を本公園の対象とす

る。

・公園隣接部の将来 FH は、各公共施設の予備設計成果とする。（都計道（地区北側）、

農免道路（地区東側）及び山王川改修（地区中央、２級河川））

・公園計画 FH は山王川改修後の堤体高さ以上とする。

３）園路・広場設計

・広場・園路の規模・配置は、平常時の園内利用・管理動線の他、競技会時の群衆の

集散・連絡動線等を検討すること。

・公園西側ゾーン（駅側）は、知多奥田駅周辺の上位計画（都市機能の集積、交流拠

点）を踏まえ、将来土地利用等を想定し、公園敷地設計を行うこと。

４）雨水排水設計

【調整池等予備設計】

・県河川部局との協議により、「開発行為に伴う流出抑制対策に対する指導方針につい

て」（愛知県）を指針とし、10 年確率降雨に対し現況流出量まで調整するとされてい

る。

・放流先は、地区中央の山王川とする。

・本業務では、流出抑制の予備設計として、以下を実施すること。
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現地踏査、設計条件の確認、容量算定（貯留、沈砂）、施設構造の検討、概略設計

・公園北ゾーン（4.8ha）、南ゾーン(3.6ha) それぞれに検討すること。

・公園用地の有効利用（駐車場貯留等）、景観、貯留施設の維持管理等を考慮すること。

５）園地施設設計

別添図（公園計画平面図）は参考とし、整備予算に対応する公園施設の計画を本業

務にて検討すること。なお、平面図に表現されている施設のうち、仕様等の計画があ

るものは以下の通り。

  ・「陸上競技場」は日本陸上競技連盟が規定する第３種公認競技場の基準を満たすこと。

なお、インフィールドは人工芝とする。（基準は最新規定（2019 版陸上競技ルールブッ

ク）による。）

・「観覧スタンド」は土木構造物（盛土上の階段スタンド等）を予定。

・「クラブハウス」（デッキテラスと多目的ホールを含む）は、RC 造１階建、800 ㎡程度

を想定。本業務では、公園基本設計に関連する諸元のとりまとめまでを成果とし、以

下の検討を行う。

配置・向き、導入機能（管理事務所＋更衣室＋集会室等を想定）、諸室の大凡の規

模、意匠イメージ（平面、立面）、主要部構造、設備容量（上水、汚水、電気）、工

事費概算（事例単価で可）等

・「防災備蓄倉庫」は、大型のテントハウス又はプレハブ程度を予定している。（車両が

中央に進入して作業できる施設）

・「照明灯」は、陸上競技場のナイター照明灯であり、整備水準は発注者との協議による。

・「連絡橋」は、新設２橋は人道橋、既設２橋は車道橋であり。本業務では、平面位置、

幅員、縦断（路面高）等を成果とする。

・「駐車場」、「トイレ」は利用者想定を行い、配置、規模・数を決定する。

６）工事手順の検討等

・工事スケジュールは、造成を平成３０年度着手、陸上競技場施設の完成を平成３２

年度末、公園全体完成を平成３３年度末に予定。

・関連工事（現道切替え、電柱等移設、暗渠・仮設防災・濁水処理等を含む）の抽出、

平成３３年度末までの大まかな工事手順の検討及び年次工事費を本業務に含む。
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４．成果品

設計項目 成果品項目（予定） 縮尺 仕様※４ 町 UR

基 本 設 計

説明書

①地区現況図

②現況調査図及び報告書（自然的条

件・社会的条件等）

③関連機関の調査報告書（警察・消防・

清掃事業所・下水道局・自治体等）

④法的条件一覧

⑤基礎データー（事業諸元等）

⑥設計データー（計画目標値等）

⑦基本設計企画書（造園設計コンセプ

ト等）

⑧関係機関との協議図書

⑨工事費概算書

⑩数量計算書

⑪設備容量計算書・流量計算書

⑫その他参考資料（写真他）

・A4 ﾁｭｰﾌﾞﾌｧｲﾙ製

本

・データ CD（PDF

及びﾜｰﾄﾞ・ｴｸｾﾙ）

１ １

基 本 設 計

図

①基本設計平面図

②主要断面図

③主要施設平面図

④造成計画平面図

⑤施設計画平面図

⑥植栽計画平面図

⑦排水系統計画図

⑧給水系統計画図

⑨電気系統計画図

⑩主要構造物詳細図

平 面 図

1：500

詳細図

縮尺適宜

A1 製本 １ １

A3 製本 ３ ３

データ CD

（ｵｰﾄ CAD 及び

PDF ）

１ １

イメージ図（スケッチパース等）※１ １枚 A3 及びデータ 1 1

照査報告書※２ A4 及びデータ 1 1

打合せ記録簿 ※３ A4 及びデータ 1 1

その他特記仕様書に定める提出物 A4 ﾁｭｰﾌﾞﾌｧｲﾙ 1 1

※１： 別添図（パースイメージ）程度とする。

※２： 別添様式①．②．③（基本条件、細部条件、完了品）を参考とし、本業務の検
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討項目に置き換えて実施すること。

※３： 別添 提出書類様式集による。

※４： 仕様の詳細（データ形式、仕様、部数等）については調査職員と確認すること。

５．一般事項

1. 受注者は、共通仕様書及び本特記仕様書に基づき、機構の調査職員（以下「調査職員」

という。）の指示に従い、遺漏なく業務を完了すること。

2. 業務の進め方及び成果品は、共通仕様書第２編第２章第２節「公園緑地等基本設計」

によるものとし、本特記仕様書と相違ある場合は本特記仕様書を優先とする。なお、

疑義がある場合は発注者に確認すること。

3. 共通仕様書内の「請負者」は、「受注者」と読み替えるとともに、共通仕様書及び本

特記仕様書に明記なき事項については、調査職員と協議の上実施し、設計上必要と思

われる業務は、受注者の責任において実施すること。

4. 本業務は業務成績評定対象業務である。受注者には業務完了後、業務成績評定点を通

知する。付与した業務成績評定点は、将来業務発注時に価格以外の評価項目として

使用することがある。

5. 本業務は、機構と美浜町との間で締結した「美浜町運動公園の整備事業に関する平成

２９年度委託協定」に基づくものであり、本業務の契約書（土木設計業務等請負契約

書（以下、「請負契約書」という。））に規定する、発注者に生じる以下の権利は美浜町

に帰属する。

ア）瑕疵の修補又は損害賠償の請求に関する権利（42 条）

イ）発注者が有する著作権（7 条）

ただし、著作物を公表、利用及び複製する権利については、機構も発注者としての

地位を保持するものとする。なお、機構は、美浜町からの要請を受け、瑕疵の対応に

対する支援を行うことができる。

６．成果物の引渡しにあたり、請負契約書第 42 条に規定する瑕疵担保及び 7 条に規定す

る著作権に関し、美浜町、機構及び受注者の３者で、別紙「瑕疵及び著作権に関する

覚書」を締結する。また、受注者は瑕疵処理担当者を定め、別紙「瑕疵処理担当者の

通知」により美浜町及び機構に通知しなければならない。

７．一般財団法人日本建設情報総合センターが設置している調査設計業務実施情報サー

ビス（テクリス）へ業務に関するデータを登録すること。なお、登録内容については、

機構職員と協議すること。

8．低価格による受注に関する調査について

  １） 落札価格が予定価格の１０分の７を乗じて得た額を下回ったときは、落札価格、

業務履行体制及び業務履行状況に関する調査を実施するので協力されたい。

２） 調査においては、以下の調査資料の提出を求める。
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①当該価格で入札した理由（様式－２）

②入札金額の積算内訳（様式－３）

③業務実施体制（様式－４）

④手持ち業務の状況（様式－５）

⑤配置技術者名簿（様式－６）

⑥過去に実施した同種又は類似の業務名及び発注者（様式－７）

３）  調査資料は、機構が通知を行った日の翌日から起算して７日以内（土日祝日を

含む）に提出してください。

     なお、提出期限後の資料の差し替え及び再提出は出来ないのでご注意ください。

４） 資料の内容に関しては、入札の責任者（代表者、又はその権限代行者）及び管理

技術者等から事情聴取を行います。なお、事情聴取の日時及び場所は対象となる者

に追って連絡します。

５） 調査において、入札者が履行可能な理由として説明した事項は、確認事項として

打合せ記録簿で提出することとし、業務履行状況の調査時にその内容を確認する。

６） 調査対象者が当該調査において虚偽の資料提出若しくは説明を行ったことが明ら

かとなった場合又は業務履行状況の調査の結果と入札時の調査の内容とが著しく

乖離した場合（合理的な理由が確認できる場合を除く）は、業務成績評定点に厳格

に反映するものとします。

また、調査資料の提出がなかった場合についても、業務成績評定点に厳格に反映

することとなりますのでご承知おきください。

６．その他

１）技術者

  照査技術者は、次の①若しくは②とする。

①学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）による大学卒業者、若しくは高等専門学校

卒業者にあっては、建設コンサルタント等業務について２０年以上（大学院修了

の場合、就学年数を実務経験とみなす。）の実務経験を有する者。

②学校教育法による短期大学卒業者、若しくは高等学校卒業者にあっては、建設コ

ンサルタント等業務について３０年以上の実務経験を有する者。

２）提出書類等

以下について、共通仕様書第１章総則１．１．９～１．１．３１及び別添：提出書類

様式集による。

打合せ簿、業務計画書、資料等の貸与及び返却、関係官庁への手続き等、地元関係

者との交渉等、土地への立入り等、成果の提出、関係法令及び条例の遵守、検査、修

補、条件変更、契約変更、履行期間の変更、一時中止、発注者の賠償責任、受注者の

賠償責任、部分使用、再委託、成果品の使用等、守秘義務、安全等の確保、屋外で作
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業を行う時期及び時間の変更

３）設計業務一般事項

使用する技術基準、現地踏査、設計業務等の種類、設計業務の内容、設計業務の条

件、設計業務の成果については、共通仕様書第２章１．２．１～１．２．１２及び「別

添 使用する技術基準等」による。

以 上
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